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処分基準（不利益処分関係） 

 

資料番号 ３－２ 担当課 
地方局地域福

祉課 

法令名 児童福祉法 根拠条項 第34条の6 
不利益処

分の種類 
障害児通所支援事業等の制限

及び停止の命令 
（根拠規定） 
○児童福祉法（昭和 22年 12月 12日法律第 164号） 
〔事業の制限又は停止〕 
第三十四条の六 都道府県知事は、障害児通所支援事業等、児童自立生活援助事業又は小規模住

居型児童養育事業を行う者が、この法律若しくはこれに基づく命令若しくはこれらに基づいてす

る処分に違反したとき、その事業に関し不当に営利を図り、若しくはその事業に係る児童の処遇

につき不当な行為をしたとき、又は障害児通所支援事業者が第二十一条の七の規定に違反したと

きは、その者に対し、その事業の制限又は停止を命ずることができる。 
 
〔受託義務〕 
第二十一条の七 障害児通所支援事業を行う者及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律第五条第一項に規定する障害福祉サービス事業を行う者は、前条の規定による

委託を受けたときは、正当な理由がない限り、これを拒んではならない。 
 
〔障害児通所支援及び障害福祉サービスの提供〕 
第二十一条の六 市町村は、障害児通所支援又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律第五条第一項に規定する障害福祉サービス（以下「障害福祉サービス」という。）

を必要とする障害児の保護者が、やむを得ない事由により障害児通所給付費若しくは特例障害児

通所給付費又は同法に規定する介護給付費若しくは特例介護給付費（第五十六条の六第一項にお

いて「介護給付費等」という。）の支給を受けることが著しく困難であると認めるときは、当該障

害児につき、政令で定める基準に従い、障害児通所支援若しくは障害福祉サービスを提供し、又

は当該市町村以外の者に障害児通所支援若しくは障害福祉サービスの提供を委託することができ

る。 
 

 


